

































海外では，マイレージ・プログラムは Frequent Flyer Program（FFP），ポ
イント・プログラムは Frequent Shoppers Program（FSP），すべてを含む

























































































































































































































































































































































































（百万円） ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
ヤマダ電機 ９３９，１３７ １，１０２，３９０ １，２８３，９６１ １，４４３，６６１ １，７６７，８１８ １，８７１，８２８
エディオン ４３４，１６６ ４３７，９９２ ７１４，６９７ ７４０，２９３ ８５１，２０５ ８０３，００４
ビックカメラ ４８０，４５３ ５４２，２９４ ６０４，８０４ ５８９，１７７
ケーズデンキ ２２０，０００ ３４３，３８３ ３９９，７９１ ４３１，１１８ ５６７，７７６ ５７４，１８８
ベスト電器 ３５５，２０４ ３５７，９４４ ３６１，３７８ ３６８，９７９ ４１３，５３０
上新電器 ２４５，３１０ ２６３，２１６ ２９８，０４４ ３１５，７２９ ３４０，９９８ ３５９，７０１
売 上 高
営業利益率
ヤマダ電機 ★１．４％ ★２．６％ ★３．８％ ★３．８％ ★３．７％ ★２．６％
エディオン ☆１．３％ １．１％ １．１％ ０．９％ １．０％ ０．２％
ビックカメラ ☆２．５％ ☆３．０％ ☆２．６％ １．５％
ケーズデンキ ★１．４％ ０．５％ １．０％ １．４％ １．３％ ☆２．１％
ベスト電器 １．０％ ０．２％ ０．７％ ０．６％ ０．１％
上新電器 １．１％ ☆１．３％ １．７％ １．９％ ２．０％ ☆２．１％
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































っている。たとえば，英国の AIR MILES は British Airways の完全子会









る１３）。以下では，カナダの AIR MILES の仕組みについて見てみよう。
LoyaltyOne が提供する AIR MILES Reward Program  はカナダ最大の


















料を支払い，その対価として AIR MILES (LoyaltyOne) から顧客の購買情
報を受け取ったり，販売促進活動を進めるための情報を得たり，あるいは
他社からの送客を期待する。
１３） この経緯の詳細は以下の記事が詳しい。“Company reaping rewards of loy-




























AIR MILES Reward Program  では，プログラムが顧客に受け入れら
れて成功しているかどうかを評価する垂要な指標として，「コレクターに










Alliance Data Systems 社の年次報告書（Alliance Data Systems, 2008）に





この事業の営業収益では，AIR MILES プログラムの「Redemption 時
の手数料収入」と「Issuance 時の手数料収入」の２つが収益の柱で，前
１４） 競合企業 Groupe Aeroplan 社（カナダ）の営業収益は１４２０．５百万ドル，営
業利益は３０６．９百万ドルで，営業利益率は２１．６％となっている（Groupe
Aeroplan. 2008）。なお，同社の営業収益は Aeroplan というポイント・プロ
グラム関連からのものが大部分を占めている。
図表６：ロイヤルティ・サービス事業の業績（単位：百万ドル）
項 目 ２００６ ２００７ ２００８
営業収益（対前年比伸び率） ５４１．２（－） ６２８．８（＋１６．２％増） ７５５．５（＋２０．１％増）
営業収益増加額 － ８７．６ １２６．７
（内訳）RedemptionI 関連 － ６８．２（７７．９％） ８３．５（６５．９％）
Issuance 関連他 － １９．４（２２．１％） ４３．２（３４．１％）
営業利益 ７３．４ １００．２ １６２．５
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英国の AIR MILES http://www.airmiles.comuk/
The Mileage Company http://www.themileagecompany.com/
カナダの AIR MILES http://www.airmiles.ca/
LoyaltyOne http://www.loyalty.com
Alliance Data Systems http://www.alliancedata.com
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